
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般財団法人福島県農協役職員共助会が行う特定保険業の現状 

‐ 2024年 ‐ 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般財団法人福島県農協役職員共助会 

 



 2 

Ⅰ．認可特定保険業者の概況及び組織 

1. 概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 業務運営の組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 一般財団法人 福島県農協役職員共助会 

所在地 福島県福島市飯坂町平野字三枚長１番地１ 

設立年月日 昭和 52年 4月 12日  

特定保険業開始時期 平成 25年 4月 1日 

使用人の数 4名 

理事会： 6名 

（常勤 0名） 

事務局長：佐藤 大介 

評議員会： 13名 

（常勤 0名） 

理事長：数又清市 

総務管理担当： 

高橋 望 

保険管理担当： 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ担当： 

佐藤 紀美子 

顧客サービス担当： 

伊藤 星成 

保険計理人： 

野口 誠一 
監 事： 2名 
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3. 理事及び監事の氏名及び役職名 

                          （事業年度末現在） 

氏名 地位及び担当 重要な兼職 

数又清市 理事長 JAふくしま未来 代表理事組合長 

栁沼 智 副理事長 JA福島さくら 代表理事専務 

星 晴博 理事 JA会津よつば 代表理事専務 

今泉仁寿 理事 JA福島中央会 常務理事 

渡部俊男 理事 JA全農福島 県本部長 

服部道夫 理事 JA共済連福島 県本部長 

丸山重一 監事 JA夢みなみ 代表理事専務 

佐久間雅樹 監事 JA福島厚生連 常任監事 

 

Ⅱ．主要な業務の内容 

当会は、農林漁業団体の役職員等の相互共済と福祉の増進を図るとともに、医師・看

護師養成に関する事業への助成及び保健・医療・福祉に関する教育啓蒙事業を行うこと

を通じ、農林漁業者の社会的、経済的地位の向上に寄与することを目的としております。 

なお、農林漁業団体の役職員等の福祉増進のために、従前から行っている共助会制

度及び退職互助制度については、公益法人制度改革と保険業法の改正に伴い、新法人

への移行後は保険業法の監督対象となったため、認可特定保険業という新たな制度へ

移行する必要がありました。当会では、平成24年より、認可特定保険業へ移行すべく福

島県と折衝を開始し、平成25年3月に認可特定保険業の認可を取得しました。認可特定

保険業への移行に際しては、共助会・退職互助制度の移行後のあり方について福島県と

交渉を行いました。 

その結果、従来通りの共助会・退職互助制度を引き継ぎ、共助会総合保険・退職互助

医療保険と名称を変更し新たなスタートをしております。 

 

１．共助会総合保険 

（１）概要 

  共助会総合保険は、当会の加入団体に従事する役職員等のみを契約対象とした総

合保険です。被保険者は、役職員等およびその家族（一親等内）です。主に、被保険者

の医療費が発生した場合に医療給付金を受けられる保険となっております。また、役職

員等が結婚や出産または療養の際にはお祝い金やお見舞金の給付を受けられます。 

（２）申込みについて 

当会の加入団体の役職員が加入可能です。申込用紙に所定の事項を記入し、重要

事項説明及び注意喚起情報の内容を承諾のうえ、当会へ提出していただきます。 

  なお、保険料につきましては、毎月の給与から天引きする仕組みとなっています。 
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２．退職互助医療保険 

（１）概要 

  退職互助医療保険は、当会の加入団体に従事していた役職員等の退職後の医療費

の補助を目的として創設された保険です。保険診療に該当する医療費の支払いが発生し

た時に、保険金（医療給付金）をお支払いする制度です。また、医療給付金だけでなく、契

約者、又はその配偶者がお亡くなりになった際にも香典が支給されます。 

（２）申込みについて 

  退職互助医療保険は、退職時に保険料を一時払いして頂き、契約する仕組みとなって

おります。そのため、一時払いの保険料に充当するために、30歳から25年間にわたり積

立金として給与から天引きすることとしております。この積立金につきましては、預かり金

として当会で管理し、退職時に積立金を保険料に振替処理を行っています。 

  

Ⅲ．主要な業務に関する事項   

   １．2024年度における業務の概況 

（１）共助会総合保険  

会員数は、6,314名で、昨年同期より179名減少しました。 

保険料収入は、287,367,912円で、昨年同期に対し3,752,256円減少しました。 

（２）退職互助医療保険 

現職会員は、4,865名で前年度同期に対し137名減少しました。 

保険料収入は、102,333,807円です。退職互助医療保険に対する一時払保険料に充当

するため、現職会員の給与より積立金を天引きしています。この積立金については預り金

として計上しています。退職時において、預り金から一時払保険料に振替しており、退職

時に当会が預かった一時払保険料（積立金）を保険料に振り替えた額を保険料収入とし

ました。退職互助医療保険についても、共助会総合保険と同様、出来るだけ多くの役職

員の加入を目指し、引き続き啓蒙、宣伝を行い、契約者数の増加を図ります。 

なお、退職互助医療保険における保険金の支払に充てるための責任準備金を10億

7,000万円計上しております。 

（３）認可特定保険の安全性 

共助会総合保険については、会員からの毎月の保険料収入が保険金支払の原資とな

っております。本年度は、医療給付金その他の給付を行いました。また、昨年度に引き続

きPET検診助成給付金も単年度の助成を行いました。 

しかし、共助会総合保険は、会員数減少に伴う保険料の減少や医療給付金の件数お

よび給付額の増加により本年度は1,870万円程の経常損失となりました。 

 退職互助医療保険においては、会員が退職時に支払う一時払いの保険料が当会にお

ける収入です。 

また、退職会員への保険金支払の原資として、責任準備金を保険計理人の管理、指導

の下計上しております。 

本年度においては、共助会総合保険・退職互助医療保険合わせて5,600万円程の経常

利益となりましたが、共助会総合保険単独では昨年度に引き続き1,800万円程の経常損

失となったため、令和7年度において保険内容の改正を実施し、今後も安定的・永続的な

保険業の運営を目指すべく、業務を的確に遂行して参ります。 
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Ⅳ．認可特定保険業者の運営に関する事項  

１．リスク管理の体制 

 当会は、認可特定保険業における様々なリスクについてそのリスクを把握し、その改善

を図ります。また、リスク管理が認可特定保険業において重要な課題であることを認識す

るとともに、必要に応じ理事会に報告し、総合的な判断を行う体制を構築しております。 

（１）保険引受リスク 

 毎年決算期において、支払件数や、保険金支払額を過去の実績等比較し、保険料設定

時（認可特定保険業申請時）との変化について検証を行っています。当会では、保険数理

の専門家である保険計理人も関与しており、保険計理人の意見書や助言を元に保険リス

クについて的確に把握する体制となっております。 

（２）事務リスク 

 内部監査、契約者からの相談や苦情等の分析を行い、事務のミス（誤入力、誤送金、保

険金支払の遅延）を極力無くすよう努力いたします。また不祥事故が発生しないよう、全

役職員が事務リスク回避の重要性を再認識し、今後も適正な業務遂行に努めます。 

（３）システムリスク 

 IT化されたビジネス環境における社内外のリスクに対応するために、ウイルスソフトの

導入のみならず、個人情報の管理徹底を図る目的のため、個人情報管理規程を作成し

周知徹底を図ります。また、部外の不正アクセスを防止するために、ID、パスワードの設

定を行い、リスク低減の措置を講じております。 

 

２．法令遵守の体制 

（１）本会における法令遵守（コンプライアンス）について 

 当会は、一般財団法人であり、かつ、認可特定保険業者であることを十分に自覚し、各   

種法令の遵守を徹底しております。法令遵守の適正な遂行のために、コンプライアンス研

修を実施し当会の役職員に周知、徹底を図っております。 

（２）コンプライアンスの組織について 

 当会のコンプライアンスにかかわる組織として、コンプライアンス担当者を置いていま 

す。コンプライアンス担当者は、コンプライアンス態勢及びその整備にかかわる企画・推

進及び統括を所管し、コンプライアンス態勢の実効性をあげるための方針や施策等検討 

・実施します。また各職員及び外部から通知・報告される情報を双方向に伝達し、役職員

からのコンプライアンスにかかわる相談窓口としての役割を有しています。 
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Ⅴ．認可特定保険業者の運営に関する事項 

１．認可特定保険業者の主要な業務の状況 

（１）保険契約者等の状況                                 （単位：件、円） 

項目 
短期保険 

（共助会総合保険） 

長期保険 

（退職互助医療保険） 
合計 

保険契約の件数 6,314 4,865  

保険料 287,367,912 102,333,807 389,701,719 

支払備金 60,331,269 28,469,213 88,800,482 

責任準備金 65,545,634 1,043,789,945 1,109,335,579 

 （１）保険料積立金  1,009,492,470 1,009,492,470 

（２）異常危険準備金 65,545,634 34,297,475 99,843,109 

（３）未経過保険料    

事業費 14,869,046 23,939,619 38,808,665 

 

（２）損益の状況 

項目 
短期保険 

（共助会総合保険） 

長期保険 

（退職互助医療保険） 
合計 

１  保険料 287,367,912 102,333,807 389,701,719 

２  支払備金戻入額 58,891,545 28,469,213 87,360,758 

３  責任準備金戻入額 67,403,833 1,113,621,345 1,181,025,178 

４  資産運用収益 76,560 8,579,679 8,656,239 

５  その他運用収益 17,318 64,496 81,814 

６  保険金 251,977,460 83,238,210 335,215,670 

    医療給付金 247,267,460 83,238,210 330,505,670 

    結婚給付金 1,020,000  1,020,000 

    出産給付金 2,920,000  2,920,000 

    療養給付金 370,000  370,000 

    死亡給付金 400,000  400,000 

７  解約返戻金  227,676 227,676 

８  その他返戻金 

（脱退給付金） 
1,379,976  1,379,976 

９  その他経常費用 

（保険活動費） 
38,376,000  38,376,000 

１０ 支払備金繰入額 60,331,269 26,546,696 86,877,965 

１１ 責任準備金繰入額 65,545,634 1,043,789,945 1,109,335,579 

１２ 事業費 14,869,046 23,939,619 38,808,665 

１３ 経常損益 ▲18,722,217 75,326,394 56,604,177 
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Ⅵ．直近事業年度における財産の状況  

 

１．貸借対照表                       （単位：円） 

科目 金額 科目 金額 

（資産の部）  （負債の部）  

現金及び預貯金 1,432,074,262 保険契約準備金 1,196,213,544 

現金 404,765,619  支払備金 86,877,965 

前払金 

未収金 

43,643 

0 

 責任準備金 

その他の負債 

1,109,335,579 

1,892,065,346 

定期預金 1,027,265,000 職員預り金 41,400 

有価証券 2,806,778,700  リース債務 4,052,400 

国債 2,066,778,700 保険料預り金 1,887,971,546 

地方債 740,000,000 仮受金 0 

政府保証債 0 退職給付引当金 24,765,000 

有形固定資産 0 

器具及び備品 0 負債の部合計 3,113,043,890 

その他無形固定資産 0 （純資産の部）  

無形固定資産 4,052,400 一般正味財産 1,129,861,472 

リース資産 4,052,400   

その他形固定資産 0   

    純資産の部合計 1,129,861,472 

資産の部 

合計 

4,242,905,362 負債及び純資産の部 

合計 

4,242,905,362 
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２．損益計算書                               （単位：円） 

項目 
短期保険 

（共助会総合保険） 

長期保険 

（退職互助医療保険） 

経常収益 413,757,168 1,253,068,540 

 保険料等収入 287,367,912 102,333,807 

  保険料 287,367,912 102,333,807 

 責任準備金戻入額 126,295,378 1,142,090,558 

  支払備金戻入額 58,891,545 28,469,213 

  責任準備金戻入額  67,403,833 1,113,621,345 

 資産運用収益 76,560 8,579,679 

  利息及び配当金等収入 76,560 8,579,679 

 その他運用収益 17,318 64,496 

経常費用 432,479,385 1,177,742,146 

 保険金 251,977,460 83,238,210 

  医療給付金 

  結婚給付金 

  出産給付金 

  療養給付金 

  死亡給付金 

247,267,460 

1,020,000 

2,920,000 

370,000 

400,000 

83,238,210 

0 

0 

0 

0 

 解約返戻金 

 その他返戻金（脱退給付金） 

 その他経常費用（保険活動費） 

0 

1,379,976 

38,376,000 

227,676 

0 

0 

 責任準備金繰入額 125,876,903 1,070,336,641 

  支払備金繰入額 60,331,269 26,546,696 

  責任準備金繰入額 65,545,634 1,043,789,945 

 事業費 14,869,046 23,939,619 

  営業費及び一般管理費 14,869,046 23,939,619 

   

経常利益 ▲18,722,217 75,326,394 

 


